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要 約 

本報では免震とアクティブ制御の併用について検討を行う。免震構造は建物を長周期化す

ることにより建物の損傷を抑える。一方、元から長周期の建物を免震化すると免震層の変

位が大きくなり、クリアランスの確保が困難になるだけでなく、免震装置の許容せん断ひ

ずみを超過し、 装置そのものを損傷させる恐れがある。本研究は超高層免震建物にアクテ

ィブ制御を併用したモデルの応答解析を行うことにより、アクティブ制御を併用した免震

建物の応答低減の効果検討を行った。 

キーワード：アクティブ制御、免震、パッシブ制御、ハイブリット制御、

 

 

1.はじめに 

 地震による建物の振動を抑える技術の一つとしてアクティブ制御が注目されている。1989年に世界初

のフルスケールのアクティブ制御を導入した京橋センタービルが建設されたことを皮切りに、アクティ

ブ制御は建築構造物に次々取り入れられた1)、2)。同時にアクティブ制御による研究が盛んに行われ、多

くの研究成果が残された(例えば3)、4)、5))。近年では国外でも最新の制御技術であるロバスト制御(例えば6)、7))や

ファジィ制御(例えば8))などを取り入れた研究が行われ、アクティブ制御の技術は大きな進展を見せている。 

一方で、免震構造が多くの建物で導入されている9)。免震効果を高めるには、上部構造に対して長い

免震周期を設定する必要がある。しかし、特に高層ビルのような固有周期が長い建物に免震を用いると、

免震層の変形が大きくなり、クリアランスを確保することが難しくなるだけでなく、免震装置の許容で

きる最大せん断ひずみを超過する恐れがある。この問題を解決するために、免震構造をはじめとするパ

ッシブ制御とアクティブ制御を併用した制御方法であるハイブリッド制御を使用することが望まれるが、

ハイブリッド制御に関する研究については筆者の調べた限り非常に限られている(例えば10)、11)) 。また、そ

れらの研究では免震層の相対変位に対する検討や、免震のみによる制御とアクティブ制御を併用した場

合との比較が十分に行われておらず、アクティブ制御を用いるメリットが明確に現れていない。 

一方、アクティブ制御入力では巨大な力を用いて振動制御を行うのだが、アクティブ制御入力そのも

のにより建物を損傷してしまうことが危惧される。しかし、既往の研究3)～9)ではそれらに対する検討が 

が示されていない。そこで、本研究は、アクティブ制御と免震を併用したハイブリッド制御の実現を目
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的とし、本報は免震装置のみ取り付けられた建物モデルと、免震とアクティブ制御を併用したモデルを

比較し、超高層建物の振動制御方法として免震とアクティブ制御を併用することの有効性を確認するこ

とを目的としている。 

 

2.解析に用いたモデルの緒元および入力時振動 

2.1 解析に用いた建物・免震のモデル 

 今回用いた上部構造のモデルは文献12)、13)を参考に設計された10層のせん断型のモデルを用いる。

建物モデルの1次モードの固有周期はTu = 1.0 s、3.0 s、5.0 sの3つのモデルを用いる（図1）。用いたモデ

ルの各層の床面積は40 m×40 mとし、建物全体の高さはH = Tu / 0.02により与えられる。建物の密度は175 

kg/m3で、全層で等しいとする。 

上部構造の減衰は1次周期に対して ξ u = 0.02 となる剛性比例型とした。剛性分布は最上層が最下層の

1/2になるように台形分布をする。N層のせん断型モデルの各層の剛性kiは文献14)より以下で与えられる。 
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ここで 
s

：s次の固有円振動数、
is
 ：第i層、s次の固有モード、N：上部モデルの質点数(= 10)、mi：第i 

番目の質量を表す。 

上記の10質点の上部構造モデルの下に免震層を設置し、11質点のモデルとして免震モデルの解析を行

う（図2）。免震層の密度は2551 kg/m2と仮定し、建物の平面形状（40 m×40 m）から免震層の質量mbを

計算する。免震周期に対する減衰率はξb = 0.05とした。本論文では天然系積層ゴムと粘性系ダンパーに

よる免震層を想定する。天然系積層ゴムは線形のバネを、粘性系ダンパーは線形のダッシュポッドでモ

デル化させた（図3、4）。免震層の剛性kbと粘性係数cbは上部構造を剛体と仮定した場合の周期Tb（以下

免震周期）を用いて以下の式により算出した15)。 

 

 

 

図1 解析に用いた3種類のモデル 

 

図2 免震を有する 

11自由度系のモデル 

 

図3 線形ダッシュポッド 

による粘性ダンパーのモデル 

 

図4 線形バネ 
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 ここで、Tb：免震周期、Ms：上部構造の全質量、mb：免震層の質量をあらわす。 

本報では、上部構造の固有周期がTu = 1.0 sのモデルには免震周期 Tf = 3.0 s、4.0 s、上部構造の固有周

期がTu = 3.0 sのモデルに対しては免震周期Tf = 4.0 s、6.0 s、さらに、上部構造の固有周期がTu = 5.0 sのモ

デルに対しては免震周期Tf = 6.0 s、8.0 sと設定した。以下の表に用いた免震層の設定を示す。 

 

表1 免震層の設定 

上部構造の周期[s] 免震周期[s] 免震層の減衰率

8.0

6.0

6.0

4.0

4.0

3.0

5.0

3.0

1.0

0.05

 

2.2 地震波形の概要 

 本報で用いる地震波形はコーナー周期Tc = 0.64 s以降の領域で擬似速度応答スペクトルpSv が100 cm/s 

（ξ = 5%）となる模擬地震動波形ART HACHINOHE（位相特性：HACHINOHE 1968 EW）を用いる。以

下にART HACHINOHEの加速度波形と速度応答スペクトルを図5と図6にそれぞれ示す。 
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図5 加速度波形 
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図6 加速度応答スペクトル (ξ = 0.05) 

 

3.免震モデルの解析結果 

 3章では免震を付加した11自由度モデルと非免震の10自由度モデル（NBIモデル）の応答を比較する。

図7～9に各層の最大加速度、最大層間変形角、最大相対変位を示し、表2に免震を有するモデルの免震層

の最大変位を示した。なお、それぞれの図(c)中のAiとは1層目のせん断力係数を0.2としたAi分布（式(4)）

より求めたせん断力係数分布である。 
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ここで i はN層目からi層目までの重量を建物全体の重量で除した値である。 
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図7 層方向のプロット(Tu = 1.0 s) 
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図8 層方向のプロット(Tu = 3.0 s) 
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図9 層方向のプロット(Tu = 5.0 s) 

 

図7~9のBIとNBIモデルの結果を比較するとTu = 1.0sのモデルでは免震層を付加することにより、最大

加速度、層間変形角、層せん断力係数を抑えることができていることがわかる。しかし、Tu = 3.0 sとTu = 

5.0 sのモデルを見ると、TuとTfの値が近いモデルであるTu = 3.0 s、Tf = 4.0 sとTu = 5.0 s、Tf = 6.0 sについて

は、Tu = 3.0 s、Tf = 4.0 sでは免震層を付加することにより最大加速度、層間変形角、層せん断力係数は低

減するものの、層間変形角については免震層～9層目まではNBIモデルの方が小さく、層せん断力係数に

ついては、1層～9層目ではNBIモデルの方が小さくなっていることがわかる。また、Tu = 5.0 s、Tf = 6.0 s

のモデルでは最大加速度、層間変形角、層せん断力係数についてはNBIモデルの方が全層で小さい値に

なっている。 

 全体として、Tuの値が大きくなると、最大加速度と層せん断力係数が低減していく傾向にある。しか

しTuに対してTfが十分に大きい値でないと、免震層を付加することにより、応答が悪化する傾向がある。 

 次に免震層の変形について検討する。表2に免震層の最大変位を表す。 
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表2 免震層の最大変位 

モデル
免震層の最大変位

(cm)

T u = 5.0 s　T f = 8.0 s 121.9

T u = 5.0 s　T f = 6.0 s 103.4

T u = 3.0 s    T f = 6.0 s 95.8

T u = 3.0 s　T f = 4.0 s 61.9

T u = 1.0 s　T f = 4.0 s 63.3

T u = 1.0 s　T f = 4.0 s 47.8  
 全体の傾向としてTuとTfが長くなるにつれて、免震層の最大変位が大きくなる傾向になる。 

免震の最大せん断ひずみは、天然ゴム系積層ゴム支承で約340%である16)。製品によりばらつきはある

ものの、ゴム層厚は150~200 mm程度である17)。そのため、免震層の絶対変位が60 cm程度を超えると、

最大せん断ひずみを越えてしまい、免震層が損傷してしまう恐れがある。Tu =3.0 sと5.0 sの場合免震層の

相対変位は60 cmを超過しており、特にTu = 5.0 sのモデルでは100 cm程度にも達する。そのため、上部構

造の固有周期が長い建物に免震構造を適用するのは困難が生じる。 

そこで、Tu = 3.0 s、5.0 sのモデルにアクティブ制御を用いて、免震層の相対変位を60 cm以下になるよ

うに制御を行う。次章より、アクティブ制御の制御系とコントローラ設計方法について述べる。 

 

4. 制御系の設計 

 3章で述べたように、長周期の建物では免震構造のみでは振動制御を行うことが困難であるので、免

震モデルのうち、免震層の相対変位が60 cm程度を大きく超えていたTf =3.0 s、5.0 sのモデルを対象にア

クティブ制御を併用して地震の制御を行うことを試みる。本報ではLQR制御による状態フィードバック

制御を用いる。系全体のブロック線図は図10であり、図中のKPはLQRにより設計されたコントローラゲ

インである。 

以下にLQR制御を用いたコントローラゲインの設計方法について述べる。 

アクティブ制御が加わった際のせん断型モデルの運動方程式は以下の式により与えられる。 

)()(}1{)()()( tutxMtKxtxDtxM
g

   (5) 

 ここで、M：質量マトリックス、D：粘性マトリックス、K：剛性マトリックス、x(t)：各層の相対変

位ベクトル、 (t)  x ：地面の加速度、u(t)：制御入力をそれぞれ表す。 

 その状態方程式は以下の通りである。 
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ここで、Inはn×nの単位行列を表し、Euは制御入力が入力される位置を表し、行列上で１になり、その

真下の層では反力として-1が入力されることを表す。上記の式(6)のブロック線図は図10に示した。 

 既往研究では、以下の評価関数Jを最小にする最適制御によるコントローラを設計して構造物の振動制

御が行われている1) 

g  
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図10 制御系のブロック線図 
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ここで、QとRは重み関数をあらわす行列である。 

 式(14)はz(t)（相対変位と相対速度）とu(t)（制御入力）の大きさに対して重み関数がかかっているが、

建築物の振動制御では、相対変位と相対速度ではなく、層間変形と層間速度を抑えることが損傷を抑え

ることに重要である。各層の相対変位の絶対値が小さくとも、相対変位としては大きくなる可能性があ

る。そのため、本研究では、以下の層間変形と層間速度を抑える重み関数を用いる 
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を満たす変換行列であり、Δx(t)は層間変形をあらわす。 

絶対加速度を抑えることにより、層せん断力を小さくし、建物の損傷を守ることができる。そこで、本

論文では、上式の評価関数の他に絶対加速度を評価する評価関数J2を以下で定義した。 

    dttuRtutxtxQtxtxJ
gg
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 式(17)は状態z(t) )()()()( tButAxtxtx
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  を代入することにより，以下の式のように書き換えること

が可能である。 
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である。ここで，  CMKMA 11ˆ   である。 

最適制御の際のコントローラの設計は層間変位、層間速度を評価した評価関数J1と加速度を評価したJ2

の和である以下の評価関数J3を用いる。 
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213 JJJ   (22) 

このときフィードバック制御の制御則は以下の通りである。 
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 ただし式(23)のPは以下のリカッチ代数方程式の正定対象解である。 
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5.アクティブ制御を併用した免震構造モデル（ABIモデル）の解析結果 

5章では(ABIモデル)の解析結果を示す。本報は免震層のみに制御装置を設置した。この時のモデルは

図11で表される。コントローラ設計の際に用いた重み関数は以下の通りである。 
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 本報ではα = 12、β = 2、γ = 0、ε = 12とした。 

 表3にABIモデルでの免震層の最大変位、図12と13にTu = 3.0 sおよび5.0 sにおけるABIモデルとBIモ

デルの結果を示す。 

表3 アクティブ制御後の免震層の最大変位 

モデル
免震層の最大変位

(cm)

T u = 5.0 s　T f = 8.0 s 26.2

T u = 5.0 s　T f = 6.0 s 21.6

T u = 3.0 s    T f = 6.0 s 22.1

T u = 3.0 s　T f = 4.0 s 13.0  

 

 

図11 アクティブ制御装置と免震構造を有する建物モデル(ABIモデル) 
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 図12  層方向のプロット(Tu = 3.0 s)  
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図13 層方向のプロット(Tu = 5.0 s) 

 

 表3より、アクティブ制御を用いることにより、全てのモデルで免震層の変形を60 cm以下にすること

ができ、さらに、最大絶対加速度、最大層間変形角も大幅に減尐させることができた。 

図12より、Tu = 5.0 sのモデルについて、Tf = 8.0 sのときはアクティブ制御によってBIモデルに対して絶

対加速度を62%、層間変形角を80%、最大相対変位を86%低減程度低減していることが確認できる。ま

た、図13よりTu = 3.0 sのモデルについては、Tf = 6.0 sの際は絶対加速度を73%、層間変形角を71%、相対

変位を77%低減していることが分かる。また、層せん断力係数も1層目の層せん断力係数を0.2とした際

のせん断力分布よりも小さくすることができた。 

 以上より、免震層にアクティブ制御を用いることで、大幅に応答を低減できることが分かった。 

 

4.おわりに 

 本報では、免震構造とアクティブ制御を併用した際の固有周期と減衰率の変化、さらに、制御入力の

大きさについて考慮を行った。本研究で得られた知見を以下に示す。 

1) 上部構造の周期がTu = 3.0 s、5.0 sの建物に免震構造を付加すると、最大加速度を抑えることができ

るが、免震層の変位が許容最大せん断ひずみ値を超過するため、免震を適用するのは困難である。 

2) アクティブ制御を用いることによりTu = 5.0 s、Tf = 8.0 sのモデルでは、免震のみ取り付けられたモデ

ル（BIモデル）に対して最大絶対加速度を62%減らし、最大層間変位も80%減らし、最大相対変位

も86%減らすことができた。また、Tu = 3.0 s、Tf = 6.0 sのモデルではBIモデルに対して最大絶対加速

度を73%、最大層間変位を71%、最大相対変位を77%減らすことができたことから、長周期の建物に

対しては免震とアクティブ制御を併用することが有効であることが示された。 

3) その際の制御入力に対する層せん断力係数は1層目のせん断力係数を0.2とした際のAi分布未満にし、

建物を制御入力により損傷させることなく、振動を制御することが可能であった。 
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